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講演の構成：問題提起

1. 社会保障・税一体改革

2. 地域を見る眼

3. 都道府県別、年齢別将来推計人口

4. 都道府県別の所得・資産などの動向

5. 超高齢化＋経済低迷 →持続可能な社会保障へ
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社会保障・税一体改革成案について(政府・与党社会保障改革検討本部決定）平成23年6月30日閣議決
定



当面の消費税引き上げ分の使途

• 1％分(約2.7兆円） 社会保障の充実

• ４％分（約10.8兆円）
社会保障の安定化（年金財源国庫負担へ 約2.9兆円）
消費増税に伴う社会保障支出増 約08兆円）
将来世代への負担の軽減 約7 兆円）

• 計５％ 13.5兆円

• しかし景気が低迷し、消費が落ち込めば税収がこれ
より低下する可能性



枝野経済産業大臣発表資料

図2



経済と財政の現況

• 近年のGDPの水準の著しい低下

• 消費税率が引き上げられても、GDPが伸びないと税収が増
えない。

• 法人所得も個人所得も低下

• 電力料金の引き上げも、GDP低下に厳しく働く。

• ただし消費税は相対的には、景気の影響を受けにくい。
→地域ごとの影響の特徴、差異は？ 後述



一般会計における歳入・歳出の状況
(ワニの口）



社会保障給付費と社会保険料収入の推移



項目別主な税収の年次推移



地域を見る眼（１）
地域で異なる人口と高齢化の推移

• 地域：自然的な区分、行政区画(都道府県、市町村、集落？）

• 行政区分として「集落』を取り上げる理由は、近年行政もこれに関心を示すように
なってきているから。（後述）

• いまだ分析が不十分な点：近隣区域との関連性（交通機関、道路の整備、将来は
メッシュごとの分析が必要

• 二次医療圏の見直し

• 来たるべき都市部の超高齢化への対応に、中山間地域、過疎地域、限界集落が現
状、その対応が参考となる。

• 食料・農業・農村基本法や特定農山村地域活性化法に定められている「都市的地域」『平
地農業地域」以外の、中間農業地域と山間農業地域の総称

• 平成18年度 「国土形成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」

• ～最終報告～（国土交通省）

• 「 見直しませんか 支援のあり方・あなたのまち ～安心生活を創造するための孤立防止と基盤支
援～」 （安心生活創造事業成果報告書）厚生労働省社会・援護局地域福祉課



地域を見る眼（２）
地域で異なる人口と高齢化の推移

• 高齢化との関連の少なくとも見るべき特徴
（１）首都圏の高齢者激増(参考文献1参照）
（２）東京は郊外から23区へ
（３）都道府県内では県庁所在地に集中
（４）愛知県も人口増の傾向
（５）大阪の高齢化の進展
（６）中四国の高齢化
（７）沖縄は出生率が高く、高齢化のスピードが遅い

• 下記の文献２は、「行政的発想」への興味深い批判

• 参考文献
1. 三浦展『東京は郊外から消えていく！：首都圏高齢化・未婚化・空き家地図』（光文社新書、2012）
2. 山下祐介『限界集落の真実―過疎の村は消えるか？』（ちくま新書、2012）





高知県地域福祉部高齢者福祉課の提言





都市部でも過疎地域の事例が参考になる。将来の課題ではなく、いま
から考慮すべき観点

１．医療機関への交通の便

２，介護施設からヘルパー派
遣の効率性
←住宅の造りの変更

住宅が所与のものであるとい
う発想の転換

コンパクトシティ構想

しかし関連法規の整備が不
可欠



都道府県別の
県民一人あたり所得・雇用者一人あたり雇用者報酬
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説明：県民一人あたり県民所得と比べて、雇用者一人あたり雇用者報酬は、、企業所得などを含まず、また各都道
府県の人口の年齢構造の影響も除かれるため、一人あたり県民所得の格差に比べると平準化されている。



当然だが、高齢化比率（６５歳以上人口比）が高くなると
医療費・介護費の支出が高まる

ここで縦軸の一人あたりは「都道府県人口」全体あたり

19
県民計算年報、介護保険事業年報、医療費は厚労省推計
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地域経済を見るのは、いくつかの視点が必要
高齢化は今のところ生産減に結びつくが、需要減には結びついていない！





離島対策実施地域の概要(平成22年4月）

区分 合計 内地 北海道

地域数 ７６ ７１ ５

指定有人島数 ２５８ ２５２ ６

面積 ５．２２５k㎡ ４，８０８k㎡ ４１７k㎡

対全国比 １．３８％ １．２７％ ０．１１％

人口 ４２９千人 ４１５千人 １４千人

対全国比 ０．３４％ ０．３３％ ０．０１％



論点：「地域格差」なのか「地域の多様性」なのか？

• 新しい視点の必要性：生活のしやすさ、幸福度

• 「コンパクト」がキーワード
病院：量から質への転換
社会医療法人制度、市町村病院間の調整

• 参考：橘木俊詔・浦川邦夫『日本の地域間格差』(日本評論社、
2012年）



資料出所 財)森記念財団 都市整備研究所『2030年の東京 Part 2』 平成24年7月

この東京の経験は，今後どこまで妥当するか？
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人口推計から読み取ること

（１）とりあえず2025年頃は予測可能なので、それに備える。

高齢化の予測はかなり正確。

（２）50年先の経済の姿を予測することは、きわめて難しい！→

「年金制度の設計」

経済の変動に伴う「柔軟な対応」が必要

（３）「支える・支えられる」論の単純さ

団塊の世代対応が政策論として重要

たとえば「限界集落」と言われる地域では、この年齢層は、

ほとんど支える側

都市部で、これが可能か？→「地域包括ケア」

（４）単独世帯の増加にどう対応するか？

（５）少子化対策は20年後を見越した場合、きわめて重要・・・。

いまの20～30歳代の若年者にも「投資」をしないと将来は危うい。

熟練・技能の継承、学校教育だけでは若年者への投資は不十分

26
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75歳以上人口の都道府県別増加率

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（H19.5推計）」

人口(2010) 人口(2025) 伸び率

全体 1,422万人 2,167万人 1.52倍

1.埼玉県 59.0万人 120.3万人 2.04倍

2.千葉県 56.0万人 107.4万人 1.92倍

3.神奈川県 79.3万人 146.6万人 1.85倍

4.大阪府 85.3万人 150.5万人 1.76倍
5.愛知県 66.2万人 115.3万人 1.74倍
6.奈良県 15.4万人 25.1万人 1.63倍
7.東京都 126.5万人 205.5万人 1.62倍
8.兵庫県 61.4万人 97.3万人 1.58倍

… … … …
46.島根県 11.9万人 13.6万人 1.14倍

47.山形県 17.9万人 20.4万人 1.14倍
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世帯数の推移（2010‐2025年間）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（H20.3推計）」

2010年 2025年

世帯数
（万）

構成割合

(%)
世帯数
（万）

構成割合

(%)
総世帯数 5,029 100.0% 4,984 100.0%

①世帯主が65歳以上 1,568 31.2% 1,901 38.1%

－うち単独 466 9.3% 673 13.5%

－うち夫婦のみ 534 10.6% 594 11.9%

②世帯主が75歳以上 704 14.0% 1,084 21.8%

－うち単独 250 5.0% 402 8.1%

－うち夫婦のみ 224 4.5% 341 6.8%



実数（1000人）又は割合（％）
10年間の増加率（％）又は割

合の変化（ポイント）

平成２年 Ｈ12年 Ｈ22年
Ｈ２年～Ｈ

12年
Ｈ12年～Ｈ22年 Ｈ2年～Ｈ２２年

総人口 123,611 126,926 128,057 2.7 0.9 1.04

15歳未満人口 22,486 18,472 16,803 -17.9 -9.0 0.75

15～64歳人口 85,904 86,220 81,032 0.4 -6.0 0.94

65歳以上人口 14,895 22,005 29,246 47.7 32.9 1.96

75歳以上人口 5,973 8,999 14,072 50.7 56.4 2.36

25～29歳未婚率(男
)

64.4 69.3 71.8 4.9 2.5 7.4

同(女) 40.2 54.0 60.3 13.8 6.3 20.1

30～34歳未婚率(男
)

32.6 42.9 47.3 10.3 4.4 14.7

同(女) 13.9 26.6 34.5 12.7 7.9 20.6

一般世帯数 40,670 46,782 51,842 15.0 10.8 27.5

１人世帯数 9,390 12,911 16,785 37.5 30.0 1.79

うち65歳以上 1,623 3,032 4,791 86.8 58.0 2.95

うち65歳未満 7,767 9,879 11,994 27.2 21.4 1.54

夫婦のみの世帯数 6,294 8,835 10,244 40.4 15.9 1.63

うち65歳以上親
族あり

2,218 3,977 5,525 79.3 38.9 2.49

施設等世帯人員 1,742 1,973 2,512 13.3 27.3 2.49

うち65歳以上 640 1,024 1,211 60.0 18.3 1.89
資料：総務省統計局「国勢調査」 各年分



「国土の長期展望」中間とりまとめ
国土審議会政策部会長期展望委員会

• 国土交通省が2011年2月21日に発表

• この展望には、震災前の報告であるが、防災の視
点も含まれている。

• そこでこの「とりまとめ」を参考に郊外都市の将来の
姿の予測を見ていきたい。













都道府県別に見た
1世帯あたり家計消費の動向

• C = 180＋0.6Y + 0.13W＋0.0.7年齢ダミー

C：消費支出、Y：年間所得、W:家計資産額

• 資産額は消費額にあまり大きな影響を与え
ず、所得額が重要、

• しかし年齢要因は重要



東京集中の予想は正しいだろうか？

• 予想は難しい、しかしいずれにせよ、高齢者
の移動は少ない。

• したがって都道府県別の資産格差は，当面あ
まり縮小しない。

• 格差縮小より、非経済的要因で、住みよい地
域を作ること、

• 消費税によって、地域間の再分配を図るこ
と、などが重要。
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